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２ 在宅医療の提供体制の整備 

【現状と課題】 

 現  状 

 在宅医療等の現況 

○ 寝たきりの高齢者や慢性疾患で長期の療養が必

要な患者など、主として在宅での適切な医療を必

要とする患者が増加しています。

○ 医療技術の進歩や発症早期からのリハビリテー

ションにより、病院を早期に退院できる患者が増

えています。

○ 医療保険による在宅医療、介護保険による在宅

サービスを実施している医療機関は、表8-2-1、表

8-2-2、表8-2-3のとおりであり、全ての医療圏に

おいて在宅医療等が実施されています。 

 ○ 24時間体制で往診に対応する在宅療養支援病院

及び在宅療養支援診療所は、医療を必要とする高

齢者が地域で安心して生活するために欠かせない

ものであり、平成28年3月現在における本県の設置

状況は、在宅療養支援病院は34か所、在宅療養支

援診療所は751か所となっています。（表8-2-4、）

また、歯科医療の面から支援する在宅療養支援

歯科診療所は、平成28年3月現在における本県の設

置状況は、301か所となっています。（表8-2-5） 

○ かかりつけ医からの指示により看護師が定期的

に家庭訪問し、高齢者や家族の健康状態と介護状

況に応じて必要な看護サービスを提供する訪問看

護ステーションは、平成29年4月現在で579か所と

なっています。（表8-2-6） 

○ 本県の在宅医療の提供体制は、在宅療養支援診

療所、訪問看護ステーションの数など、在宅医療

の基盤となる指標が、全国水準を下回っています。

（表8-2-7） 

○ 平成 20 年 3 月から「愛知県医療機能情報公表シ

ステム」の運用を開始し、地域で在宅医療を提供

する医療機関に関する情報をインターネット上で

提供しています。

  また、県医師会では在宅医療に対応可能な会員

医療機関の情報を「あいち在宅医療ネット」で、

県歯科医師会では「あなたの町の歯医者さん」で、

県薬剤師会では「在宅医療受入薬局リスト」で提

供しています。

○ 在宅医療の推進にあたっては、医療と介護の連

携が重要であるため、医師、歯科医師、薬剤師、

看護師、ケアマネジャーなど、医療及び介護に係

る様々な職種がお互いの専門的な知識を活かしな

がら、連携して患者・家族をサポートしていく体

制を構築するための研修会を、保健所等が主体と

なって、全ての医療圏において実施しています。

 課  題 

○ 複合型サービス、定期巡回・随時対

応型訪問介護看護などの地域密着型サ

ービスを始め、地域市町村を主体とす

る新しい総合事業との連携による機能

強化が必要です。 

○ 自宅等で療養できるよう、在宅療養

支援診療所や訪問看護ステーションな

どのサービス提供基盤を充実すること

が必要です。 

○ 医療と介護の連携の推進は、介護保

険法の地域支援事業として制度化さ

れ、基礎自治体である市町村が主体と

なって、医師会等の関係団体と協力し

ながら、定められた取組を実施するこ

とが求められています。 
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○ 多職種間で在宅患者の情報をオンタイムで共有

する、いわゆる在宅医療連携システムは、平成 29

年 3月現在において、48市町村で稼働しています。

○ 平成27年3月に策定した第6期愛知県高齢者健康

福祉計画によると、本県の要介護及び要支援者数

は、平成27年度の287,222人から平成29年度には、

33,368人増の320,590人に増加すると予想され、今

後ますます在宅サービスの必要性が高まると考え

られます。

○ 核家族化、高齢化により、独居および老老介護

が増加しています。

○ 市町村において、在宅医療だけでなく、介護・

福祉とも連携した包括的な体勢整備を図る取組を

進めており、県としては、市町村からの相談に対

し、助言・指導を行う相談窓口の設置や、市町村

職員等を対象とした研修会の開催などにより支援

を行っています。

○ 市町村が実施する介護保険法の地域

支援事業のうち、在宅医療・介護連携

推進事業における取組で、医療に係る

専門的・技術的な対応が必要な「切れ

目のない在宅医療と在宅介護の提供体

制の構築推進」や「在宅医療・介護連

携に関する相談支援」、「在宅医療・介

護連携に関する関係市区町村の連携」

について、重点的な支援が必要です。 

○ 在宅医療の提供体制において、情報

通信技術（ICT）が導入・普及促進され

ることは、在宅医療従事者の負担軽減

の観点からも重要であり、県内全域で

の運用、さらなる利活用の促進を図る

必要があります。 

【今後の方策】 

○ 在宅療養支援診療所や訪問看護ステーションを充実する方策について、関係機関と検討を

進めていきます。

○ 市町村が主体となり、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、歯科衛生士、ケアマネジャー、介

護士などの医療福祉従事者がお互いの専門的な知識を活かしながらチームとなって患者・家族

をサポートしていく体制を支援していきます。 

○ 概ね市町村を単位として、地域の実情に応じ、在宅医療に必要な連携を進めます。 

○ 在宅療養支援歯科診療所については、在宅歯科診療に必要な医療機器等の整備に係る経費

に助成する等財政的支援に努めます。

○ 既存病床数が基準病床数を上回る圏域において、在宅医療の提供の推進のために診療所に病

床が必要な場合は、医療審議会医療体制部会の意見を聞きながら、医療法施行規則第1条の14

第7項第1号の診療所として整備を図ります。 該当する診療所名は別表をご覧ください。

 ○ 市町村が行う、医療、介護、予防、生活支援サービス、住まいを地域において切れ目なく

提供する地域包括ケアシステムを構築していく取組を支援していきます。

○ 将来の在宅医療に係る医療需要について、医療サービスと介護サービスが、地域の実情に

応じて補完的に提供されるよう、県や市町村の医療・介護担当者等の関係者により、検討を

行っていきます。

 今後、記載予定 

【目標値】
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○ 在宅療養支援病院 

 在宅で療養している患者に対し、緊急時の連絡体制及び24時間往診できる体制等を確保し

ている病院のことで、平成20年度の診療報酬改定で「半径４㎞以内に診療所が存在しない」

という基準のもと定義されましたが、平成22年度に基準が緩和され、「許可病床が200床未満

の病院についても認められることになりました。 

 ○ 在宅療養支援診療所 

 在宅療養支援病院と同様の機能を果たす診療所のことで、平成18年度の診療報酬改定にお

いて定義されました。 

 ○ 在宅療養支援歯科診療所 

 在宅で療養している患者に対し、口腔機能の管理や緊急時の対応等の研修を修了した常勤

の歯科医師、歯科衛生士を配置し、歯科医療面から支援する診療所のことで、平成20年度の

診療報酬改定において定義されました。 

用語の解説
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表8－2－1 在宅医療サービスの実施状況（病院・一般診療所） 

資料：平成 26 年医療施設調査 

   （厚生労働省） 

注 ：「実施件数」は、平成 26 年 9

月 1 か月の数 
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表8－2－2 在宅医療サービスの実施状況（歯科診療所） 

資料：平成 26 年医療施設調査（厚生労働省） 

注 ：「実施件数」は、平成 26 年 9 月 1 か月の数 

表 8－2－3 訪問薬剤指導を実施する薬局数（平成 28年 3月現在） 

名古

屋・尾

張中部

海部
尾張

東部

尾張

西部

尾張

北部

知多

半島

西三河

北部

西三河

南部東

西三河

南部西

東三河

北 部

東三河

南 部
計

1,072 119 201 210 268 214 148 137 220 22 307 2,918

 資料：厚生労働省医政局指導課による介護サービス施設・事業所調査等の特別集計結果 

表 8－2－4 在宅療養支援病院・診療所の設置状況 

医療圏

名 古

屋・尾

張中部

海部
尾張

東部

尾張

西部

尾張

北部

知多

半島

西三河

北 部

西三河

南部東

西三河

南部西

東三河

北 部

東三河

南 部
計

在宅療養

支援 

病院 
18 2 3 2 2 1 2 0 2 0 2 34 

在宅療養

支援 

診療所 
315 28 59 54 73 62 26 30 45 3 56 751 

資料：平成 28 年 3 月 31 日（診療報酬施設基準） 

表 8－2－5 在宅療養支援歯科診療所の設置状況 

名古

屋・尾張

中部

海部
尾張

東部

尾張

西部

尾張

北部

知多

半島

西三河

北部

西三河

南部東

西三河

南部西

東三河

北 部

東三河

南 部
計

122 11 21 23 32 24 12 7 26 5 18 301 

資料：平成 28 年 3 月 31 日（診療報酬施設基準）

表 8－2－6 訪問看護ステーションの設置状況 

名古

屋・尾張

中部

海部
尾張

東部

尾張

西部

尾張

北部

知多

半島

西三河

北部

西三河

南部東

西三河

南部西

東三河

北 部

東三河

南 部
計

275 18 35 45 41 45 22 25 35 3 35 579 

資料：平成 29 年 4 月 1 日（愛知県健康福祉部）
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表 8－2－7 在宅医療基盤の本県と全国の比較 

指標名 全国 愛知県 資料 

在宅療養支援診療所 
診療所数（人口 10 万対） 11.5 10.0

28 年 3月診療報酬施設基準 
病床数（人口 10 万対） 23.1 11.2

在宅療養支援病院※ 
病院数（人口 10 万対） 0.87 0.46

28 年 3月診療報酬施設基準 
病床数（人口 10 万対） 88.2 46.1

在宅療養支援歯科診療所(人口 10 万対) 4.79 4.01 28 年 3月診療報酬施設基準 

訪問看護ステーション数(人口 10 万対) 7.91 7.46 27 年介護給付費実態調査 

訪問看護ステーション従業者数(人口 10 万対) 39.59 39.07
27 年介護サービス施設・事業所

調査（保健師、助産師、看護師、

准看護師、PT、OT） 

24 時間体制をとって

いる訪問看護ステー

ションの従業者数 

保健師（人口 10 万対） 0.46 0.26

27 年介護サービス施設・事業所

調査 

助産師（人口 10 万対） 0.02 0.01 

看護師（人口 10 万対） 22.1 22.2

准看護師（人口 10 万対） 2.06 2.30

理学療法士（人口 10 万対） 3.98 4.65

作業療法士（人口 10 万対） 1.81 1.37

麻薬小売業免許取得薬局数(人口 10 万対) 79.9 78.6 28 年麻薬・覚醒剤行政の概況 

訪問薬剤管理指導の届出施設数(人口 10 万対) 36.0 38.9 28 年 3月診療報酬施設基準 

訪問リハビリテーション事業所数(人口 10 万対) 3.02 2.38 27 年度介護給付費等実態調査 

※ 在宅療養支援病院は「半径４㎞以内に診療所が存在しないこと又は許可病床数が 200 床未満」の場合に認め

られるものであるため、本県と全国をその数で比較する際は注意を要する。


